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Abstract

　This report has surveyed calibration methods for broadband antennas and their standards around the world. 

According to the Calibration and Measurement Capabilities of the national metrology institutes and their des-

ignated laboratories published on the JCRB KCDB website, a three-antenna method is conventionally used 

for the antenna gain calibration of the broadband antenna in many countries. This method can calibrate the 

antenna gain with low measurement uncertainty without using a reference antenna. However, the calibration 

literally requires three antennas of the same type. Further, more than three times of measurements are usu-

ally performed for the calibration. To reduce the measurement times, that started us studying an antenna self-

calibration method with which we can estimate antenna gain using an only antenna under test. A reflection co-

efficient measurement is carried out on a metal ground plane as an electric mirror in this method. In addition, 

this report also has surveyed applications for non-destructive testing for a Fiberglass Reinforced Plastics Mor-

tar (FRPM) pipeline. We introduce a new non-destructive inspection method for FRPM by utilizing microwave 

guided-modes propagating along a FRPM pipe-wall.

1．はじめに

ア ン テ ナ と は，The IEEE Standard Definitions of 

Terms for Antennas（IEEE Std 145-1983） 1）によると，“電
磁波を放射するため，もしくは受け取るための装置であ
る”と定義されており，伝送線路中の電磁エネルギーを
空間中に伝達するデバイス，または空間中の電磁エネル
ギーを伝送線路中に伝達するデバイスである．アンテナ
から放射される電磁波は，電界と磁界の周期的な変化に
より生じ，3 THz以下の振動数を有する 1），2）．電磁波は
周波数ごとに定義が異なり，国際電気通信連合（ITU: 

International Telecommunication Union） で は VLF（3 
kHz-30 kHz)，LF（30 kHz-300 kHz)，MF（300 kHz-3000 
kHz)，HF（3 MHz-30 MHz)，VHF（30 MHz-300 MHz)，
UHF（300 MHz-3000 MHz)，SHF（3 GHz-30 GHz)，
EHF（30 GHz-300 GHz）と，各々定められている 3）．こ
れらの電磁波は，船舶・航空機通信や TV放送，携帯電
話や無線 LAN，車載機器や RF-IDなど周波数ごとに多
種多様な用途で利用されている  4）．近年では，第 5 世代
移動通信システム（5G）や IoT（Internet of Things）の
発展により，携帯電話などの通信機器だけでなく，世の
中に存在するあらゆるものに通信機能が搭載されるよう
になり，電波利用の増加が予想される．
電波を利用して通信を行う電子機器は，少なからず外
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部に向けて電磁波を発生しており，同じ空間内で幅広い
周波数帯の電磁波が飛びかっている．このような状況下
でも各種電子機器が正常に動作するよう，商品を製品化
する際には EMC（Electro-Magnetic Compatibility，電磁
環境両立性）試験が実施されている．EMC試験では，不
要電磁波放射（EMI: Electro-Magnetic Interference）試
験と電磁的耐性（EMS: Electro-Magnetic Susceptibility）
試験が行われる  5）．その中でも，放射 EMI測定は 30 
MHz–6 GHzの広帯域な周波数範囲で実施されており，
通常，この試験には広帯域アンテナ（バイコニカルアン
テナ 6），ログペリオディックアンテナ 7），バイログアン
テナ 8），広帯域ホーンアンテナ 9））が利用されている．

EMCに関する問題は，国際電気標準会議（IEC）の
国際無線障害特別委員会（CISPR）が 1979 年から審議
を行っており，米国では 1981 年から連邦通信委員会
（FCC）による規制措置がとられている 10）- 12）．欧州にお
いても，製品を出荷する場合には CEマークの取得が義
務付けられており，EMC規制が行われている 10）-12）．そ
のため，日本製品を米国に輸出する際には FCCに合格
させなければならず，欧州に輸出する際には CEマーク
の取得が必要である．それに伴い，日本でも 1985 年に
情報処理装置等電波障害自主規制協議会（VCCI）が設
立され，これを機に EMC試験（妨害波規格への適合確
認試験）が行われるようになった 10）-12）．

VCCI協会が定める適合確認試験では，VCCI協会に
登録されている測定設備の利用が義務付けられており，
測定には上記で記載した広帯域アンテナが利用されてい
る．これらの広帯域アンテナは国際規格である CISPR 13）

で，国家標準にトレーサブルな校正が義務付けられてい
るため，定期的にアンテナを校正する必要がある．現在
VCCI協会に登録済みの測定設備は 1000 件ほど存在
し 11），1 つの測定設備に対し 1 本以上の広帯域アンテナ
が利用されているとすると，広帯域アンテナ校正のニー
ズの高さが伺える．
2017 年 5 月に，EMC試験機関の 1 つである KEC関

西電子工業振興センター（KEC）と日本品質保証機構
（JQA）を訪問し，EMC試験のニーズについて調査を
行ったところ，車載機器に関する EMI試験の依頼件数
が最も多いことがわかった．これは 2020 年の東京オリ
ンピックに向けて自動運転技術の開発が盛んであること
が起因しており，2019 年上半期まで車載機器に関する
EMI試験の需要は続く見込みである．
これらの背景を踏まえ，本報告の第 2章では，広帯域
電磁波計測に必要な各種パラメータについて説明を行
う．第 3章では，広帯域アンテナ校正に用いられるフリ

スの伝達公式と各種校正手法について述べ，広帯域アン
テナ校正に求められるニーズと課題について検討する．
第 4章では，海外の国家標準研究機関の整備状況を概観
し，2017 年 6 月および 10 月に訪問した英国（NPL）と
ドイツ（PTB）における広帯域アンテナの校正設備状況
について述べる．第 5章では，農業用水管等の地中埋設
インフラのための非破壊検査技術として，広帯域電磁波
計測の技術を応用した新しい非破壊検査法について概要
を述べる．最後に第 6章で，本報告の結論を述べる．

2．広帯域電磁波計測における各パラメータ

現在，当研究グループで標準供給を実施しているアン
テナは，ループアンテナ，ダイポールアンテナ，EMI

測定用広帯域アンテナ（バイコニカルアンテナ，ログペ
リオディックアンテナ，バイログアンテナ），ホーンア
ンテナであり，アンテナごとに対応する周波数が異な
る．ループアンテナは 9 kHz-30 MHz，ダイポールアン
テナは 30 MHz-2 GHz，バイコニカルアンテナは 30 
MHz-300 MHz，ログペリオディックアンテナは 300 
MHz-1 GHz，標準ゲインホーンアンテナは 1 GHz-110 
GHz（無線通信用アンテナも含む）の周波数範囲で標準
供給を実施している．また 2016 年度から，バイコニカ
ルアンテナとログペリオディックアンテナの特性を併せ
持つバイログアンテナの校正（30 MHz-1 GHz）を開始
した．
本章では，アンテナ校正に用いられるパラメータとし
て，反射係数，Sパラメータと散乱行列，アンテナ係数，
アンテナ利得について説明する．

2. 1 反射係数 14），15）

分析器から被試験デバイス（DUT）に向かって伝搬
する波を入射波，DUTから分析器に戻る波を反射波と
した時，アンテナの反射係数Γは伝送線路とアンテナの
接続端における入射波電圧 a0 と反射波電圧 b0 の比で定
義され，これらは複素数で表される．

Γ＝ b0―
a0
＝ ZIN－Z0――――

ZIN＋Z0
＝ z－1――

z＋1  （2.1）

|Γ| ≤ 1  （2.2）

Z0（＝50 Ω）は伝送線路の特性インピーダンス，ZINは
アンテナの入力インピーダンスである．Z0≠ ZINのとき，
反射波が生じる．zは規格化インピーダンスで z＝ZIN/Z0
と表される．規格化インピーダンス zと反射係数Γの関
係は以下のとおりである．
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短絡点：z＝0, Γ＝－1
整合点：z＝1, Γ＝0
開放点：z＝∞, Γ＝1

2. 2 S パラメータと散乱行列 14），15）

Sパラメータは入射波電圧 a1 と反射波電圧 b1，また
は入射波電圧 a1 と伝送波電圧 b2 の比で表される．2 端
子回路網の Sパラメータ S11, S21, S12, S22 について，各々
の意味を以下で説明する．はじめに，Port 2 を整合終端
した際の反射係数 S11 と伝送係数 S21 を式（2.3），式（2.4）
で表す（図 2.1）． ここで，整合終端とは Portに特性イ
ンピーダンスと同じ値を持つ抵抗負荷を接続することを
意味する．

S11＝
b1―
a1 |

a2＝0
 （2.3）

S21＝
b2―
a1 |

a2＝0
 （2.4）

S11 は Port 2 を整合終端した際の Port 1 における反射係
数で，S21 は Port 2 を整合終端した際の Port 1 から Port 

2 への伝送係数である．次に，Port 1 を整合終端した際
の伝送係数 S12 と反射係数 S22 を式（2.5），式（2.6）で
表す（図 2.2）．

S12＝
b1―
a2 |

a1＝0
 （2.5）

S22＝
b2―
a2 |

a1＝0
 （2.6）

S12 は Port 1 を整合終端した際の Port 2 から Port 1 への
伝送係数で，S22 は Port 1 を整合終端した際の Port 2 に
おける反射係数である．以上より，2端子回路網の散乱
行列 [S]は以下のように表される．

[ b1
b2 ]＝[ S11 S12

S21 S22 ] [ a1
a2 ] （2.7）

2. 3 アンテナ利得 2），14），16）

アンテナ利得 G(θ, φ)は，アンテナから特定の方向に
放射される電磁波の電力密度と，基準として考えるアン
テナから放射される電力密度の比で定義される．絶対利
得 G(θ, φ)は，あらゆる方向に均一に電磁波を放射する
等方性アンテナを基準とし，式（2.8）で表される．ア
ンテナへの入力電力が等方的に放射すると仮定したとき
の放射強度（等方性波源の放射強度）Pin/4π （＝Pi）に
対し，実際に放射される特定方向の放射強度（最大放射
エネルギー）U(θ, φ)（＝Pt）の比で定義される．

G(θ,φ)＝U(θ,φ)―――
Pin/4π

 （2.8）

これに対して，利得の基準に半波長ダイポールを用いた
際の放射強度 Pdを利用する場合があり，これを相対利
得 Gd_dBという．

絶対利得 Gi_dB [dBi]（基準：等方性アンテナ）

Gi_dB＝10log10Gi＝10log10（ Pt―
Pi ） （2.9）

相対利得 Gd_dB [dBd]（基準：半波長ダイポールアンテ
ナ）

Gd_dB＝10log10Gd＝10log10（ Pt―
Pd ） （2.10）

この場合，Gd_dB＝Gi_dB－2.15 の換算関係にある．Ptは実
際に放射される特定方向の電力を表す．また，アンテナ
の全方向に放射されるエネルギーを基準にした場合の利
得を指向性利得 Gdといい，アンテナと給電線路との間
の不整合を考慮した利得を動作利得 Gwと呼ぶ．利得 G，
指向性利得 Gd，動作利得 Gwの関係は式（2.11）で表さ
れる．ηは放射効率を表す．アンテナに損失がなく（放
射効率 100 ％），インピーダンス整合がとれている場合
（Γ＝0）には，利得 G，指向性利得 Gd，動作利得 Gwは
全て同じ値となる．

Gw＝G(1－|Γ| 2)＝ηGd(1－|Γ| 2) （2.11）

2. 4 アンテナ係数 2），14），16）

アンテナ係数 AFはアンテナの出力端子に発生する電
圧から空間の電界強度を推定するためのパラメータであ
り，以下のように定義される（図 2.3）．

AF＝ E―
V0

  　　[1/m] （2.12）
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Eはアンテナへの入力電界の大きさ，V0 はアンテナに
接続された 50 Ω系負荷への誘起電圧である．アンテナ
係数が既知の測定系により受信電圧を測定すれば，測定
値にアンテナ係数を乗じることで，アンテナ位置におけ
る電界の大きさが求められる．このようにアンテナ係数
は電界強度測定において電界強度・電圧変換を行う上で
有効なパラメータであり，EMCの分野で広く利用され
ている．さらに，アンテナ係数 AFは変換式（2.13）を
用いるとアンテナ利得 Gから算出することが可能であ
る．

AF＝ 1―
λ √

――――――――――120π――
Z0
･ 4π――――
G(1－|Γ|2)

＝（2π―
λ ）√

―――120――
GwZ0

   （2.13）

3．広帯域アンテナの各種校正法

第 3章では，広帯域アンテナの校正に必要なフリスの
伝達公式を説明した後，各種校正法について述べる．校
正手法については，相対校正法である置換法と，絶対校
正法である 2アンテナ法および 3アンテナ法について解
説する．最後に，研究開発中の 1 アンテナ法について，
ニーズと課題，現在の取り組みと今後の展望を述べる．

3. 1 フリスの伝達公式 2），14），17）

送受信アンテナ間の距離 rが遠方界近似の条件 

r ≥ 2D 2/λ0（D：アンテナの最大寸法）を満たしていると
仮定する．ここで，利得 Gtの送信アンテナに送信電力
Ptを与え，利得 Grの受信アンテナにおいて受信電力 Pr

であったとき，送信電力に対する受信電力の比 Pr/Ptは
以下の式で表される．

Pr―
Pt
＝(1－|Γt|

 2)(1－|Γr|
 2)（ λ0――4πr ）2GtGr|ρ

^
t･ρ^r|

 2 （3.1）

これをフリスの伝達公式という．Lf＝（4πr――
λ0 ）2 は自由空

間損（自由空間を球面波の遠方電磁界が距離 rだけ伝達
するときに受ける損失）と見なされる．Γt, Γrは送受信
のアンテナの反射係数，ρ^ t，ρ^rは送受信アンテナの偏波

の様子を表す単位ベクトルである．偏波整合がとれてい
る場合は |ρ^ t･ρ^r|＝1となる．
送信アンテナを Port 1，受信アンテナを Port 2 とし，

Sパラメータを用いてフリスの伝達公式を式（3.2）に
表す．k0＝2π/λ0 であり，G1, G2 は送受信アンテナの利
得である．

|S21|
 2＝(1－|Γt|

 2)(1－|Γr|
 2)

G1G2―――4k02r2  （3.2）

3. 2 置換法 2），14）

置換法とは，アンテナ特性が既知の標準アンテナと，
アンテナ特性が未知である被校正アンテナ（AUT）の各
受信電力の比から AUTのアンテナ特性を求める測定法
である．標準アンテナのアンテナ特性は，校正機関に
よって事前に校正されており，校正証明書や校正成績書
として入手する．
3. 2. 1 直線偏波アンテナの利得測定 2），14）

はじめに，直線偏波のアンテナを送信アンテナに，利
得標準アンテナを受信アンテナに用いて測定を行う（図
3.1（a））．この際，偏波整合（|ρ^s･ρ^ref|＝1）が完全にと
れているものとすると，フリスの伝達公式は式（3.3）
のように表される．Gsは送信アンテナの利得，Grefは利
得標準アンテナの利得である．ここで，反射損 

Ms＝1/(1－|Γs|
 2)，Mref＝1/(1－|Γref|

 2)とする．

(|S21|ref )
 2＝ 1―――

MsMref（ λ0――4πr ）2GsGref （3.3）

次に，先ほどと同じ直線偏波アンテナを送信アンテナ
に，被校正アンテナ（AUT）を受信アンテナに用いて測
定を行う（図 3.1（b））．この際，AUTの偏波が利得標
準アンテナと同じ偏波方向になるように AUTを設置し，
偏波整合（|ρ^s･ρ^AUT|＝1）をとる．AUTの反射係数を 

ΓAUT，利得を GAUTとすると，フリスの伝達公式は以下
のように表される．ここで，MAUT＝1/(1－|ΓAUT| 2)とす
る．

(|S21|AUT) 2＝ 1――――
MsMAUT（ λ0――4πr ）2GsGAUT （3.4）

式（3.3），式（3.4）より，GAUTは以下のように表される．

GAUT＝Gref
(|S21|AUT)2―――――
(|S21|ref )2

 
MAUT―――
Mref

 （3.5）

dB表示すると，式（3.5）は式（3.6）となる．
(GAUT)dB＝(Gref )dB＋(|S21|AUT)dB－(|S21|ref )dB 

　　　＋(MAUT)dB－(Mref )dB （3.6）
ここで，(Gref )dB は既知である．従って，(|S21|AUT)dB，
(|S21|ref )dB，|ΓAUT| 2，|Γref|

 2 を測定することで，AUTの利
得 (GAUT)dBが求まる．
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また，円偏波および楕円偏波の利得測定を行う際は，
直線偏波のアンテナから水平偏波と垂直偏波をそれぞれ
放射させて測定を実施する．測定方法は直線偏波の時と
同様であり，水平偏波の利得 GAUT,Hと垂直偏波の利得
GAUT,Vを求めて足し合わせることで GAUTが決定される．
置換法の不確かさ要因には，送信アンテナのインピー
ダンス不整合，偏波不整合，ケーブルによる損失などが
挙げられる．実際に，標準アンテナと AUTの開口面が
一致するように置き換えて実験を行うが，両者の形状が
異なる場合は開口面を一致させることが難しいという問
題もある．

3. 3 2 アンテナ法および 3 アンテナ法 2），14）

下記で説明する 2アンテナ法および 3アンテナ法はア
ンテナ特性が未知のアンテナのみを用いて測定を行う絶
対校正法である．
3. 3. 1 2 アンテナ法による利得測定 2），14）

2 アンテナ法は，利得が未知の 2本のアンテナを対向
させて測定を行う手法である（図 3.2）．この際，アンテ
ナ間距離を R21 とし，偏波整合が完全に取れているとす
ると，フリスの伝達公式は以下のように表される．

|S21|
 2＝(1－|Γ1|

 2)(1－|Γ2|
 2)（ λ0―――4π R21 ）

2

G1G2 （3.7）

G1，G2 は各アンテナの利得で，λ0 は自由空間における
波長である．式（3.7）を dB表示すると，

(G1)dB＋(G2)dB （3.8）

＝20log10（ 4πR21―――
λ0 ）＋(|S21|)dB＋(M1)dB＋(M2)dB

となり，(Mi)dB＝－10log10(1－|Γi|
 2)（i＝1，2）は各アン

テナにおける反射損失である．λ0，R21 は既知であり， 

(|S21|)dB，(M1)dB，(M2)dBは測定で求められる．ここで，
2つのアンテナが同一の場合，それらの利得が等しくな
るため，(G1)dBが決定される．

(G1)dB＝(G2)dB （3.9）

＝ 1―2（20log10（ 4πR21―――
λ0 ）＋(|S21|)dB＋(M1)dB＋(M2)dB）

2 アンテナ法は，校正されたアンテナが不要であり，
3アンテナ法に比べて短時間で測定が可能である．しか
し，同一のアンテナを 2つ用意することは厳密には不可
能であるため，2アンテナ法は正確なアンテナ校正には
適さない．
3. 3. 2 3 アンテナ法による利得測定 2），14）

3 アンテナ法は，アンテナ特性が未知の 3本のアンテ
ナの組み合わせ（1 と 2，1 と 3，2 と 3）で送受信アン
テナ間の S21 を測定し，3 本のアンテナの特性を同時に
決定する手法である（図 3.3）．2 アンテナ法と同様に，
フリスの伝達公式から求めた dB表示の関係式を以下に
示す．

(G1)dB＋(G2)dB （3.10）

＝20log10（ 4πR21―――
λ0 ）＋(|S21_1|)dB＋(M1)dB＋(M2)dB＝A12

(G1)dB＋(G3)dB （3.11）

＝20log10（ 4πR31―――
λ0 ）＋(|S21_2|)dB＋(M1)dB＋(M3)dB＝A13

(G2)dB＋(G3)dB （3.12）

＝20log10（ 4πR32―――
λ0 ）＋(|S21_3|)dB＋(M2)dB＋(M3)dB＝A23

(Mi)dB＝－10log10(1－|Γi|
 2)（i＝1，2，3）である．Aij は

アンテナ iと jを対向させたときの利得の和 (Gi)dB＋
(Gj) dB（i，j＝1，2，3，i≠j）に相当する．連立方程式
（3.10） － （3.12）を解くことで，3つのアンテナの利得が
式（3.13） － （3.15）のように決定される．
3アンテナ法は置換法のように事前に校正された標準

図 3.1 置換法による直線偏波アンテナの利得測定
 （a）受信側に利得標準アンテナを用いた場合
 （b）受信側に被校正アンテナを用いた場合

（a）

（b）
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図 3.2　2端子回路網表示と 2アンテナ法



アンテナを用意する必要がなく，小さい不確かさで校正
が行えるため優れた測定手法である．しかし，3本のア
ンテナの組み合わせで測定を行うため，置換法や 2アン
テナ法に比べて測定に時間を要する．2 アンテナ法や 3
アンテナ法のような利得の絶対校正法にも，インピーダ
ンス不整合や偏波不整合，ケーブルによる損失などの誤
差要因が存在する．また，フリスの伝達公式は球面波伝
搬を仮定しているため，測定時におけるアンテナ間距離
が有限であると，波面や振幅誤差により利得が過少評価
される可能性がある．

(G1)dB＝
A12＋A13－A23――――――2  （3.13）

(G2)dB＝
A12－A13＋A23―――――――2  （3.14）

(G3)dB＝
－A12＋A13＋A23―――――――2  （3.15）

3. 4 1 アンテナ法
3. 4. 1 1 アンテナ法の課題とニーズ
産業技術総合研究所などの国家計量標準研究機関で

は，アンテナ校正を行う際は，3アンテナ法を用いてア
ンテナ利得やアンテナ係数の校正を実施する．しかし，
この手法で校正を実施するにはオープンテストサイト等
の大型設備が必要であり，不確かさ積算を行うには複数

回測定しなければならず，非常に多くの費用と時間を要
する．そのため，公設の試験研究機関（公設試）等の
EMC試験機関では，アンテナの校正を外部校正機関へ
依頼するのが通常である．地方の試験機関にとっては校
正費用が大きな負担となるため，アンテナの校正を 1年
に 1度依頼するというのが限界で，その間にアンテナが
壊れていないかどうかを点検する方法がないといった問
題がある．
アンテナは，形状が変わらない限り特性が変わらない
という基本概念があるため，壊れていない場合は大まか
な測定が可能である．しかし，実際には，目では見えな
い変形がある可能性があり，ISO 17025 の観点からは校
正値からのずれがないか公設試自身で日常的に点検でき
ることが望ましい．
そこで，我々の研究グループは比較的短時間で簡易的
に電波暗室内でも行えるアンテナの校正手法を開発する
ために 1アンテナ法（アンテナ自己校正法）の研究に取
り組み始めている 18）．1 アンテナ法はアンテナ特性が未
知の被校正アンテナ 1本のみを用いて測定を行う自己校
正法であり，EMI測定用電波暗室（半電波無響室）の
金属床面を電気壁として利用する  18）．金属床面に向けて
電波を放射し，金属面から反射した電波を同じアンテナ
で受信することで，アンテナ利得とアンテナ係数を推定
する．これにより，アンテナの自己点検を可能とする．
被校正アンテナのトレーサビリティは測定に用いる測定
器（ベクトルネットワークアナライザ（VNA），電子校
正（ECal）モジュールなど）によって確保されている．
この手法は鏡像原理を利用しているため，アンテナ開口
面から金属床面までの距離が h＝5 mのときの測定結果
は，自由空間距離 10 mで測定した場合と同様の測定結
果を得る．これまでに，ログペリオディックアンテナ
（LPDA，300 MHz-1 GHz） 7）とダブルリッジドガイドホー
ンアンテナ（DRGH，1 GHz-6 GHz） 9）に 1 アンテナ法を

図 3.4　1アンテナ法の測定系

図 3.3 2 端子回路網表示と 3アンテナ法
 （a）アンテナ 1と 2の組み合わせ
 （b）アンテナ 1と 3の組み合わせ
 （c）アンテナ 2と 3の組み合わせ

（a）

（b）

（C）
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適用して実験を行った．
3. 4. 2 振幅中心を考慮したフリスの伝達公式を用いた

アンテナ利得の算出
1 アンテナ法によるアンテナ利得の算出には，振幅中

心を考慮したフリスの伝達公式  19）- 21）を用いる．振幅中心
は H面と E面における位相中心の平均値で表される．
位相中心は，球面上に広がる電磁放射の中心点であり，
遠方界における等位相面の曲率中心として定義されてい
る 22）．振幅中心を考慮したフリスの伝達公式を下記に示
す．

|S21(ω, z)| 2 （3.16）

＝(1－|Γ1|
 2)(1－|Γ2|

 2){ λ0――――――4π(z＋d1＋d2) }2G1G2
ω＝2πfである．G1，G2およびM1＝1－|Γ1|

 2，M2＝1－|Γ 2|
 2

はアンテナ利得とアンテナミスマッチロスであり，d1，
d2 はアンテナ開口面から振幅中心までの距離を，zは 2
アンテナ間の距離である．1アンテナ法は送受信アンテ
ナに同一のアンテナを用いた場合と等価であるため，
Γ  1 ＝Γ2＝Γ，G1＝G2＝G，d1＝d2＝d と な る． 式（3.16）
にこの条件を代入すると下式で表される．

|S11′(ω, z)|＝(1－|Γ| 2) λ0――――4π(z＋2d)
G （3.17）

S11′(ω, z)は AUTの反射係数における金属床からの反射
波に対応する．
異なる 2 点のアンテナ高さ z1, z2 における金属床の反
射波 S11′(ω, z1)，S11′(ω, z2)から，最終的にアンテナ利得
と振幅中心を下式のように求めることができる．

G＝ 4π(z1－z2)―――――
λ

(1－|Γ| 2) －1

　×（ 1―――――
|S11′(ω, z1)|

－ 1―――――
|S11′(ω, z2)|）－1 （3.18）

d＝ 1―2  
z2|S11′(ω, z2)|－z1|S11′(ω, z1)|――――――――――――

|S11′(ω, z1)|－|S11′(ω, z2)|
 （3.19）

従って，式（3.18）より，アンテナ間距離が異なる 2つ
の測定結果から利得が算出可能であることが分かった．
3. 4. 3 ダブルリッジドガイドホーンアンテナのための

1 アンテナ法を用いたアンテナ利得測定
現在取り組んでいる 1アンテナ法の研究について，下
記の実験 2つを紹介する．
1．1 アンテナ法で算出したアンテナ利得と 3 アンテナ
法で求めたアンテナ利得の比較
2．金属床面における反射エリアの広さの影響評価
測定系を図 3.4 に示す．被校正アンテナにダブルリッ

ジドガイドホーンアンテナ（DRGH, ETS-Lindgren Inc.

製の 3115） 9）を用い，電波半無響室の金属床面上に被校
正アンテナを垂直下向きに設置した．被校正アンテナを
ベクトルネットワークアナライザ（VNA）のポート 1
に同軸ケーブルで接続し，測定前にアンテナ接続端で
OSL（Open, Short, Load）校正を実施した．アンテナの
開口面から金属床面までの距離を 1 m－5 mまで 0.01 m
間隔で変化させ，反射係数S11(ω)の測定を行った．また，
被校正アンテナの中心からアンテナマストまでの距離を
約 2.7 mとし（図 3.5），偏波方向を図 3.4 のように設置
した．1アンテナ法で求めたアンテナ利得と 3アンテナ
法で求めたアンテナ利得を比較したグラフを図 3.6 に示
す．赤線が 1アンテナ法で求めたアンテナ利得の結果で
黒線が3アンテナ法での結果，青点線が両者の差を表す．
1アンテナ法と 3アンテナ法で求めたアンテナ利得の差
は 0.6  dB以下となった．
次に，1アンテナ法の測定に必要な金属床面の反射領

域を調べるため，金属床面の一部に電波吸収体を設置し
て測定を行った（図 3.7）．図 3.8 は時間領域処理技術を
用いて推定した金属床面からの反射波の周波数特性を表
しており，電波吸収体を設置した際の結果（図 3.8（b））
は金属床面のみの場合（図 3.8（a））と比べてリップル
が多数見られ，電波吸収体が測定結果に影響を与えてい
ることがわかった．従って，金属床面の反射エリアの広
さはアンテナ校正の不確かさに関係しており，反射領域
が狭いと測定結果に影響を与えることがわかった．
DRGHを用いた場合，アンテナの中心からアンテナサ
ポートポールまでの距離を 2.7 m以上に設定し，アンテ
ナの偏波方向をアンテナサポートポールに対して平行に
設置した場合，アンテナの高さ 5 mまでの測定におい
ては十分な広さの反射領域であることがわかっている．
最後に，1アンテナ法における今後の課題について述

べる．まず，1アンテナ法がどの程度の不確かさで校正

図 3.5　1アンテナ法の測定における反射エリアの検討
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可能かを明らかにするため不確かさ積算を行い，NPL

が供給している固定アンテナ距離置換法の不確かさ 0.8 
dB（第 4 章 表 4.2 参照）と同程度まで小さくすること
を目標に開発を進める．さらに，バイコニカルアンテナ
やバイログアンテナにも 1アンテナを適用させて実験を
行い，国際標準化活動にも協力したいと考えている．

4．海外の標準研究所における校正整備状況

2017 年度現在の世界各国における広帯域アンテナ
（Biconical antenna，Log periodic antenna，Bilog 

antenna）の校正能力を Calibration and Measurement 

Capability（CMC）リストから抜粋し，表 4.1 に示す．
バイコニカルアンテナ （Biconical antenna）の校正は，
日本（NMIJ），韓国（KRISS），英国（NPL），中国（NIM），
メキシコ（CENAM），トルコ（UME）の 6 か国で実施
されており，その測定周波数は 30 MHz–300 MHzであ
る．校正手法には置換法と 3アンテナ法が主に用いられ
ている．また，表 4.1 に記載した全ての国でログペリオ
ディックアンテナ（Log periodic antenna）の校正が実

施されており，校正手法はバイコニカルアンテナと同様
に置換法と 3 アンテナ法が主流である．さらに，英国，
メキシコ，トルコではバイログアンテナの校正も実施さ
れており，日本でも，2016 年度からバイログアンテナ
の校正（30 MHz–1 GHz）を開始した．
次に，2017 年度現在の世界各国における広帯域ホー

ンアンテナ（Broadband hone antenna）の校正能力を
CMCリストから抜粋し，表 4.2 に示す．広帯域ホーン
アンテナ（Broadband horn antenna）のアンテナ利得の
校正は英国（NPL）と中国（NIM）で実施されており，
その測定周波数は 1 GHz–18 GHzとなっている．日本
（NMIJ）では，広帯域ホーンアンテナのアンテナ係数（1 
GHz–6 GHz）について固定距離 3 mでのみ校正を実施
しているが，アンテナ利得は未整備である．

4. 1 NPL および PTB の広帯域アンテナの校正設備状
況

2017 年 6 月に英国の研究機関である National Physical 

図3.6

図 3.6　アンテナ利得比較結果

図 3.7　金属床面に電波吸収体を設置した際の測定系 図 3.8 金属床面からの反射波の周波数特性
 （a）金属床面のみの場合
 （b）電波吸収体を設置した場合

（a）

（b）
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Laboratory（NPL）の David Gentle氏を訪問し，アンテ
ナの校正設備を見学した．NPLでは，モノポールやダ
イポール，ループアンテナの他，広帯域アンテナである
バイコニカルアンテナやログペデリオディックアンテ
ナ，バイログアンテナ，ホーンアンテナなどの校正が実
施されている．中でも，TVやラジオの受信，無線通信
応用，EMC試験，EMC試験場検証に用いられるアン
テナの校正依頼が比較的多いと伺った．特に，広帯域
ホーンアンテナ（DRGH）に関しては年間 100 件程の校
正依頼があるため，このアンテナ専用の電波暗室（図

4.1）が整備されている．このことから，DRGHの校正
ニーズの高さが伺える．
アンテナの校正は主にオープンサイトと電波暗室で行
われており，NPLのオープンサイトは 60 m×30 mの大
きさの，継ぎ目のない鋼のプレートで構成されている
（図4.2）．NMIJのオープンサイト（50 m×30 m）に比べ，
縦に 10 m長い．一方，電波暗室はフェライトの板に電
波吸収体を設置した構造となっており，フェライトは低
周波の電波を吸収するために用いられる．最近では，ア
ンテナマストやアンテナ自体を 3Dプリンタで作製する

表 4.1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国 機関名 校正量 アンテナ種別 手法 周波数 (MHz) 不確かさ (dB) 

日本 NMIJ Antenna factor 
Biconical antenna 

3 アンテナ法 
30 - 300 0.5, 0.7 

Log periodic antenna 300 - 1000 0.5 
Bilog antenna 30 - 1000 0.5 

韓国 KRISS Antenna factor 
Biconical antenna 置換法 30 - 300 1.5 

Log periodic antenna 置換法 200 - 1000 1.5 

英国 NPL 
Antenna factor 

Biconical antenna 置換法 20 - 300 0.5 

Bilog antenna 
置換法 

(200 MHz まで)，3 アンテナ法 
20 - 2000 0.7 

Log antenna 3 アンテナ法 80 - 200 1.0 
200 - 6000 0.5 

Antenna gain Log periodic antenna 3 アンテナ外挿法 1000 – 40000*1 0.05 

中国 NIM Antenna factor  
and Antenna gain 

Biconical antenna 
3 アンテナ法 

30 - 300 
0.69 

置換法 0.64 

Log-periodic dipole-array 3 アンテナ法 200 - 1000 0.68 

メキシコ CENAM Antenna factor 

Biconical antenna 標準サイト法 30 - 300 0.58-1.12 

Log periodic antenna 標準サイト法 200 - 1000 0.46-1.12 

Hybrid antenna 標準サイト法 30-300 0.67-2.06 
200 - 1000 0.67-2.06 

ロシア VNIIFTRI Antenna factor Log periodic antenna 電界センサによる比較*2 80-1000 2.5 

トルコ UME Antenna factor 

Biconical antenna 

3 アンテナ法 

30 - 300 1.8 

Log periodic antenna 200 - 1000 1.8 

Bilog / hybrid antenna 30 - 1000 1.8 

スウェーデ
ン 

RISE Antenna gain Log periodic antenna 置換法 

30 – 70*3 1.0 
70 – 1000*4 1.0 
300 – 1000*5 0.6 
1140 – 5000*6 0.7 
5000 – 8000*7 0.7 
8000 – 13000*8 0.8 

*1 Horn antenna を含んだ値 *2 詳細は不明 *3-4 Linear dipole antenna を含んだ値  
*5-8 Linear dipole antenna と Horn antenna を含んだ値 

表 4.1 広帯域アンテナ（バイコニカルアンテナ，ログペリオディックアンテナ，バイログアンテナ）標準の諸外国の整備状
況（2017 年 現在）

国 機関名 校正量 アンテナ種別 ⼿法 周波数 (MHz) 不確かさ (dB)

⽇本 NMIJ Antenna factor 

Broadband horn antenna

固定アンテナ距離置換法（3 m 固定） 1000 - 6000 0.4*1 

英国 NPL Antenna gain 
3 アンテナ外挿法 

1000 - 1800 
0.05 

固定アンテナ距離置換法 0.8 

中国 NIM Antenna gain 外挿法 
1100 - 1700 0.12 
1700 - 2600 0.1 
2600 - 18000 0.05 

*1主要な周波数帯付近における不確かさの値

表 4.2　広帯域ホーンアンテナ標準の諸外国の整備状況（2017 年 現在）
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こともあると伺った．NPLでは，EMI試験用アンテナ
の校正が 30 MHz–18GHzの周波数範囲で行われており，
その測定不確かさは表 4.1 のとおりである．
一方，2017 年 10 月にドイツの研究機関である

Physikalisch-Technische Bundesanstalt（PTB）の Kleine-

Ostman氏を訪問した．PTBのオープンサイト（図 4.3）
はヨーロッパ最大の 50 m × 60 mであり，オープンサ
イトの周囲 100 m以内に障害物がない条件で設置され

ていた．しかし，その金属床面には多数のクラックが見
られ，その影響により，現在は広帯域アンテナの校正が
停止中であった．2019 年以降に校正サービスを再開す
る見通しと伺った．

5．地中埋設 FRPM 管のための非破壊検査法

農業用水管や下水道管，電力地中線ケーブル保護管な
ど に 用 い ら れ て い る Fiberglass Reinforced Plastics 

Mortar（FRPM）管は機械的に堅牢で化学的に安定であ
るため，定期的に検査・診断を行い，劣化部を補修する
ことで，安全を担保しつつ使用期間を延ばすことが期待
できる  23）．しかし，その多くは地中に埋設されており，
検査・診断には掘り起こし工事が必要で，これらを実施
するには高額な費用と長い期間を要する．そのため，地
中埋設 FRPM管を非破壊で効率よく検査・診断する技
術が求められている．

5. 1 FRPM 管壁を伝搬するマイクロ波を用いた非破
壊検査法

FRPMは 1 GHz-10 GHzのマイクロ波に対して比較的
低損失な誘電体（εr＝4-10，tan δ～0.01）であり，この
点に着目したマイクロ波非破壊検査法が共同研究機関で
ある三重大学の村田教授らにより提案されている 24）- 26）．
これは，FRPM管の管壁に沿って伝搬させたマイクロ波
の伝搬特性の変化や散乱波の分布を計測することで，欠
陥・異物の有無を診断するというものである．FRPM管
の端面で励振されたマイクロ波は FRPM管の管壁とそ
の近傍（～10 mm程度）に閉じ込められて伝搬するため，
この手法では，管路の内側から外側における異物等の情
報を取得することが可能である 24）- 26）．これまでの研究に
より，ダイポールアンテナを FRPM管の管壁両端に設
置することで，2 GHz-6 GHzのマイクロ波が FRPM管
壁に沿って導波モードとして伝搬することが確認されて
おり，欠陥・異物のある配管とそれらがない健全な配管
でマイクロ波の伝搬特性に差が生じることがわかってい
る  24）- 26）．
我々のグループは，この検査法に 1アンテナ法の測定
で用いた時間領域処理技術を応用することで，FRPM管
における欠陥・異物の位置をより簡易的に正確に特定で
きると考える．

5. 2 FRPM 管におけるマイクロ波信号の時間領域解析
現在取り組んでいるマイクロ波非破壊検査法の研究に
ついて，実験内容の一部を下記で紹介する．

図 4.1　広帯域ホーンアンテナ校正専用の電波暗室

図 4.2　NPLのオープンサイト

図 4.3　PTBのオープンサイト
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マイクロ波の入力および検出にスリーブダイポールア
ンテナを用い，これらのアンテナを FRPM管（全長
1000 mm，内径 250 mm，管厚 18 mm）の各端面に設置
した（図 5.1）．次に，励振用アンテナを用いてベクトル
ネットワークアナライザ（VNA）からのマイクロ波信
号（周波数：1 GHz－6 GHz）を FRPM管に入力した．
管壁を伝搬して他端に到達するマイクロ波信号を検出用
アンテナで検出し，VNAを用いて Sパラメータ S21(ω)

の測定を行った．
ベクトルネットワークアナライザで測定した Sパラ

メータ S21(ω)の周波数特性を図 5.2 に示す．この結果に

対して逆フーリエ変換を行い，時間領域に変換した結果
を図 5.3 に示す．この図から，遅延時間の異なる複数の
波形が見て取れる．これより，FRPM管の端面で励振さ
れたマイクロ波は，複数の異なる経路を通って検出用ア
ンテナに到達することがわかった．これらの波の伝搬経
路を明らかにし，欠陥や異物によってどの伝搬経路を通
過したマイクロ波が変化しているのかを調べることで，
欠陥・異物の位置を推定することが可能であると考え
る．今後は，これについてより詳細に調べる予定である．

6．結論

本報告では，広帯域電磁波計測のための計量標準と非
破壊検査への応用に関する調査研究と題して，広帯域ア
ンテナ校正における研究背景とアンテナ校正量の定義，
従来の校正手法と世界各国における広帯域アンテナ校正
の整備状況について紹介した．これらをもとに，広帯域
アンテナ校正に求められるニーズと課題について述べ，
現在進行中の 2つの研究テーマ（1アンテナ法を用いた
アンテナ利得測定の開発，マイクロ波を用いた非破壊検
査法の開発）について記載した．広帯域アンテナの校正
手法は置換法や 3 アンテナ法が世界的にも主流だが，
EMC試験機関では，短時間で簡易的にアンテナの点検
を行える新たな手法が必要とされていることがわかっ
た．そこで，1アンテナ法の研究に着手し，ダブルリッ
ジドガイドホーンアンテナなどの広帯域アンテナに 1ア
ンテナ法を適用し，有効性を検証した．また，海外の計
量標準研究所について調査したところ，NPLでは年間
100 件程の校正が実施されており，広帯域ホーンアンテ
ナの校正ニーズの高さが伺えた．
以上より，広帯域アンテナの新しいアンテナ利得校正
法として 1アンテナ法の研究に取り組み，不確かさ要因
を検討することで，3アンテナ法に代わる校正手法とし
ての確立を目指す．
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図5.1

図 5.1　実験系

図 5.2　Sパラメータ S21 の周波数特性 .

図5.3

図 5.3　マイクロ波信号の時間領域応答
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